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Ⅷ．食糧供給とライフサイクルアセスメント

1.	 はじめに
地球温暖化が予想よりも早く進展していることが報じられている．現在進行してい

る地球温暖化は，人間の社会活動に伴う二酸化炭素などの温室効果ガスの発生が主な
原因である．2007年2月，国連の「気候変動に関する政府間パネル」（IPCC）により，
人為的な温室効果ガスが温暖化の原因である確率は，「90％を超える」とされた．

1997年12月11日に，「気候変動に関する国際連合枠組条約」に基づいて，京都市の
国立京都国際会館で開かれた地球温暖化防止京都会議（第3回気候変動枠組条約締約
国会議，COP3）において，「気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議定書」，いわ
ゆる「京都議定書」が採択された．その後，加盟国の批准の遅れから発効が危ぶまれ
ていたが，2004年11月4日のプーチン大統領の批准法への署名により2005年2月16
日に発効し，世界は低炭素社会の実現に向けた大きな一歩を踏み出した．京都議定書
において，先進国は，基準年（1990年）に対して約束期間（2008～2012年）に温室効果
ガスを一定値（日本：6％，EU：8％など）削減することが義務づけられている．この
温室効果ガスの削減目標に向けて，先進国ではあらゆる分野において温室効果ガスの
発生を抑制することが緊急の課題となっている．

世界中の食品産業および家庭においては，原料である農畜水産物の生産，加工，流
通，調理のために，多くの資源やエネルギーを使用している．したがって，食品分野
においても，環境負荷の少ないシステムへの転換を図ることが喫緊の課題である．

ライフサイクルアセスメント（Life Cycle Assessment, LCA）は，製品やサービスの“ゆ
りかごから墓場まで”の環境に対する負荷を見積もることによって，環境に対するイ
ンパクト（影響）を評価しようとする手法である．本項では，食糧供給システムに関
するLCAの動向と適用事例，並びにその課題について述べる．

2.	 ライフサイクルアセスメント（LCA）とは
2.1	 LCA の概要

ISO-14040 1）によれば，LCAは，「製品システムのライフサイクルを通した入力，出
力及び潜在的な環境影響のまとめ及び評価」と定義されている．ここで，ライフサイ
クルとは，「原材料の採取又は天然資源の産出から最終処分までの連続的で相互に関
連する製品システムの段階」である．すなわち，LCAは，製品の“ゆりかごから墓場
まで”の環境に対するインパクト（影響）を評価しようとする手法である．

LCAは，4つのステップ，すなわち，①目的と調査範囲の設定，②インベントリー分
析，③環境影響評価，④解釈，から構成される．LCAの直接の用途としては，環境負
荷低減のための製品の開発および改善，戦略立案，政策立案，マーケティングなどが
ある（図1 1））．
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2.2	 LCA の歴史
LCA研究は，米国コカコーラ社による容器の環境影響評価（リターナブル瓶と飲

料缶の環境影響評価）が概念の発端といわれている．その後，米国と欧州でSETAC
（Society of Environmental Toxicicology and Chemistry）が設立され，1980年代から研究活
動が本格化した．1993年からLCAの標準化作業が進められ，1997年に ISO-14040が
発行され，わが国においても同年に JIS-Q- 14040として発行された．なお，2006年に
行われた ISO規格の見直し作業により，14040シリーズは，14040と14044として再編
され，これに基づいてわが国においても JISの改訂が進められている．

わが国における研究体制の整備は欧米に比べて遅れをとったが，1995年に産学官の
包括的な検討体制を構築するためLCA日本フォーラムが設立された．さらに，その検
討経過を踏まえて，より実際的な展開を図るために1998年度から5年間「製品等ライ
フサイクル環境影響評価技術開発」（略称：LCAプロジェクト）が実施され，①我が
国で共通使用できるLCA手法の確立，②パブリックデータベースの構築，③データ活
用・データメンテを容易に行えるネットワークシステムの構築，を目的として研究が
行われた．その後，2003年4月から2006年3月まで，第2期のプロジェクトが実施さ
れた．

2.3	 LCA 手法
2.3.1	 目的と調査範囲の設定

製品システムについて，資源採取を含む原料の調達から製造，流通，使用， 廃棄，リ
サイクルにわたるライフサイクル全体を対象として考えるのがLCAの基本である．
ただし，個別のLCAの実施においては，まず目標や目的を明確化し，それに基づいて
製品，ライフサイクルの範囲や評価項目を十分に検討して絞り込みを行う．ここで，
評価を行う単位（機能単位：Functional Unit）を何にするのか，また，評価の範囲（シ
ステム境界：System Boundary）をどこまでにするのかが決定される．
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図 1　ライフサイクルアセスメントの枠組み
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2.3.2	 インベントリー分析
システム境界内の各工程における，資源消費量や大気，水質や土壌への環境排出物

質を，項目毎に計算する．分析の結果を，消費された資源や環境中への排出物の一覧
表（Life Cycle Inventory，LCI）として示す．なお，計算精度は用いるデータの信頼性に
影響されるため，データの根拠，出典などの明示が必要である．インベントリー分析
には，積み上げ法と産業連関法があるが，詳細については後述する．
2.3.3	 環境影響評価（ライフサイクルインパクトアセスメント，LCIA）

インベントリ分析で求めた排出物を物質毎に集計し，どの領域に関係するかを割り
振り，それぞれの影響度を定量化する．環境影響領域としては，地球温暖化，酸性化，
富栄養化，オゾン層の破壊などが提案されている．さらに複数の影響領域で特性化し
た結果に統合化係数を用いて，一つの指標に統合化が行われる場合もある（ISOでは
任意項目である）．LCIA手法の例については，後述する．
2.3.4	 解釈

インベントリ分析やインパクト評価の結果を，単独または総合して評価，解釈する．

2.4	 インベントリー分析の手法
2.4.1	 積み上げ法

ISOにおけるインベントリー分析は，積み上げ法をベースとしている．そのため，
積み上げ法をインベントリー分析の前提として説明してきたので，改めて説明するま
でもないが，個々のプロセスについて，資源消費や環境排出物を算定して，項目ごと
の総和を求める方法である（図22））．
2.4.2	 産業連関法および 3EID 法

わが国の産業連関表は，生産活動の種類によって区分された約400の部門で構成さ
れ，各部門間の経済的なつながりを，年間の取引額で表現した行列形式の数表である．

 フォアグランドデータ（LCA実施者）

バックグランドデータ（LCAソフト等）

図 2　LCI データの収集方法（冷蔵庫の例）
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産業連関表を用いて，積み上げ法によらず直接，排出量を推計する方法が産業連関法
である．
「産業連関表による環境負荷原単位データブック（3EID）」は，「産業連関表」を用い

て算出した“環境負荷原単位”データベースである．3EIDの環境負荷原単位は，各部
門の単位生産活動（百万円相当の生産）に伴って発生する環境負荷量であり，当該部
門製品の単価（例えば円／t）が分かれば，物量当たりの環境負荷を算出することがで
きる．多くの原料や部品を使用する製品に関するLCAの場合，積み上げ法では膨大な
計算が必要となるが，産業連関法を利用することで，比較的容易にLCIを算出するこ
とができる．

味の素（株）は，3EIDデータと産業連関表の内生部門生産単価をもとに，食品関連
材料について，各部門に含まれる製品ごとの物量単位に基づくCO2 排出係数を算出・
データベース化し，これを公開している 3）．
2.4.3	 ハイブリッド法

個別の製品システムのライフサイクル全体について，精度の高いLCIを算出しよう
とする場合，積み上げ法の利用が望ましい．しかし，どうしてもデータの入手が困難
な場合や，全体への影響の少ない部分の解析に要する労力を抑えたい場合がある．そ
のような場合に，主要なプロセスについては積み上げ法でLCIを算出し，全体への影
響の少ないプロセスやデータの得られないプロセスについては，産業連関法を用いる
のがハイブリッド法である．

2.5	 ライフサイクルインパクトアセスメント（LCIA）手法
（独）産業技術総合研究所ライフサイクルアセスメント研究センター（2007年度

末で7年間の任期を全うし，2008年度から安全科学研究部門に移行した．）では，日
本の環境条件を基礎とした被害算定型環境影響評価手法（LIME：Life cycle Impact 
assessment Method based on Endpoint modeling）を開発している．本手法においては，地
球温暖化など11種の影響領域を通じて発生する被害量を，人間健康などのエンドポイ
ントごとに求め，これらを基礎として環境影響の統合化までを行う，被害算定型のア
プローチを採用している．さらに2006年には，信頼性の向上，代表性の向上，網羅性
の向上（影響領域数が11から15へ増加）が図られた，LIME2が開発されている（図3）4）．

その他のLCIA手法としては，パネル法（早稲田大学），EPS2000（スウェーデン），
Eco-Point1997（スイス），Eco-Indicator95 /99（オランダ），などが知られている．なお，
LCIA手法は，方法がまだ確立しておらず，現在も研究が継続されている．

2.6	 LCA ソフトウエア
LCAソフトウエア・データベースとしては，SimaPro, ECO-it, ecoinvent, TEAM, 

LCAiT, KCL-ECO, Gabi, AIST-LCA V4（JEMAI-LCA Pro）などがあり，インベントリー
データベースを利用して，個別のLCA解析を比較的容易に実施することができる．
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3.	 食に関わる LCAの動向
LCAは，工業製品に対して精力的な適用が進められており，企業の環境報告書など

においても公表されている．一方，農業・食品分野における実施例はまだ少なく，と
くに，ライフサイクルを網羅する解析例は非常に限られている．それは，農業生産段
階における農薬等資材の生産に関わるインベントリーデータが未整備である，システ
ム境界の設定・機能単位の選択・副産物等の配分（Allocation）の方法が困難である，
生産におけるCO2 固定などのベネフィットの定量化の問題，品質変化やロスの発生を
どのように考慮するかなど，解析の上で多くの困難を伴うためである．

食品に関するLCA実施上のこのような困難にもかかわらず，これまでに多くの関係
者の努力により，解析例は増えてきている．以下に，学術雑誌に掲載された論文から，
その動向を簡単に紹介する．なお，世界的な食品LCAの動向については，Anderson

（1994）5），ROYら（2009）6），国内の農業・食品LCA研究の動向については増田（2006）7）

に詳しい．

 

図 3　LIME2（日本版被害算定型ライフサイクル環境影響評価手法の第二版）４）
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3.1	 LCA 研究の動向
加工食品の中で，解析対象として最も多く取り上げられているのは，パンである．

小麦生産段階における有機栽培と慣行栽培の比較，製粉システムの比較，製パンプロ
セスの比較，包装，製造工程洗浄剤の比較，など多くの解析が行われている．その他，
ビール，トマトケチャップなどの解析例がある．

畜肉や乳製品についても解析が行われている．和牛の肥育システムに関する研
究 8），養豚システムに関しては適正農業規範（GAP），Label Rouge（LR），Agiricultural 
Biologique（AB）などの環境保全型といわれるシステムと慣行システムの比較，牛乳
生産における有機と慣行のシステム比較，牛乳の包装や廃棄物処理に関する解析，な
どが行われている．

アジア諸国において主食であるコメ，および米飯については，玄米，白米，パーボ
イルドライス，発芽玄米などに関する解析が行われており，これについては4 .1で詳
述する 9，10）．

3.2	 国内の研究動向
農林水産省関係のLCA研究は，農林水産技術会議事務局のプロジェクト研究「持続

的農業推進のための革新的技術開発に関する総合研究」として農業環境技術研究所が
主体となって1998～2000年度に，その後2001～2002年度には独立行政法人化した農
業環境技術研究所と農業技術研究機構のプロジェクトとして実施された．その成果報
告書には，農業のLCA手法の開発に関する研究成果に加えて，水稲，トマト，キャベ
ツ，コムギ，テンサイ，アズキ，緑茶，牧草，カンショ，ダイコン，飼料トウモロコシ，
ウンシュウミカン，ナシの生産段階（一部は選果包装を含む）におけるLCIデータが
掲載されている 11，12）．

2004年には，食品のLCA研究の推進を目的とする「食品研究会」が，（独）産業技術
総合研究所ライフサイクルアセスメント研究センター，農林水産省所管の独立行政法
人，大学，民間企業などのメンバーにより設立された．2004年度は経済産業省の「持
続可能な消費」プロジェクトとして，2005年度以降は，日本LCA学会の研究会として
活動を行っている．食品研究会の目的は，①食に関するライフサイクル全体の環境影
響評価の実施，および，②食の持続可能性を表現する指標の開発である．2007年3月
に開催された第2回日本LCA学会研究発表会では，食品研究会特別セッションが設定
され，食品研究会関係者から多くの研究発表が行われた 13）．

3.3	 食品 LCAに関する国際学会等
エコバランス国際会議が日本で隔年開催（第8回が2008年）され，欧州では2～3年

間隔で国際会議が開催されている（2007年4月にはLCA in Foodsと題してスウェーデ
ンで開催）．これらの国際会議において，農業・食品のLCAに関する研究発表が行わ
れているものの，学術雑誌に論文として掲載されるのは，これらの発表のうちのごく
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一部に限られている．食品LCAの研究成果を普及させるためには，より多くの論文の
学術雑誌への掲載が望まれる．

LCAの標準化，研究などに関する組織としては，国際標準化機構（ISO），国連環境
計画（UNEP），環境毒性化学学会（SETAC），米国環境保護庁（EPA），オーストラリア
清浄生産中核研究拠点，デンマークLCAセンター，ベルギーLCA推進学会（SPOLD），
スウェーデン生産工学研究所（IVF），英国環境戦略（CES），産総研ライフサイクルア
セスメント研究センター（現在は安全科学研究部門），LCA国際センター（GALAC），
などがある．

3.4	 食品 LCAの課題
これまでの農業・食品LCA研究から明らかになった課題として，機能単位の選択に

よって，システムの比較評価結果が大きく異なるということが挙げられる．例えば，
一般的には，有機農業は環境負荷が少ないと考えられている．それは，土地を機能単
位（たとえば耕地1ha）として考えた場合には当てはまるが，機能単位を生産物（たと
えば生産物1 t）とした場合には，慣行栽培の方が環境負荷が小さくなる場合が多い．
これは有機栽培では，一般的に害虫や病害の影響によって，一定面積当たりの生産量
が慣行栽培に比べて少ないためである．

また，食品LCAにおける課題としては，生産方法や流通方法によって食品の品質，
すなわち価値が変化するということが挙げられる．LCAにより製品やシステムを比
較する場合，同等品質のものの一定量を機能単位とすることが求められる．異質なも
のの比較を実施する際には，環境効率という概念の導入などが必要となる．

環境効率は，製品の価値を，ライフサイクル環境負荷で割った数値である．前述の
日本LCA学会「食品研究会」において，食の持続可能性を示す環境効率に基づく指標
開発について検討が行われており，今後の研究の進展が期待される．

また，流通時の品質変化やロスの発生を考慮した解析も期待されるが，これについ
ては，6 .および7 .で述べる．

4.	 食に関わる LCAの研究事例
4.1	 米製品および米飯の LCI

コメ製品には，稲の種子である籾（もみ）から籾殻を除去した「玄米」，玄米外側の
糠層を取り除く精白処理を施した「白米」（精白歩合（除去される部分の質量比）は
10％程度となる）の他に，「分づき米」（精白歩合が10％程度より小さいコメ），発芽
玄米（玄米に吸水させて部分的に発芽した状態のコメ），パーボイルドライス（蒸煮処
理によるα化の後に乾燥させたコメ製品であり東南アジアで利用されている）などが
ある．これらのコメ製品について，製造に伴うCO2 発生量に加えて，調理過程を含め
たCO2 発生量（ライフサイクルCO2，以下LC-CO2）に関する解析が行われている 9，10）．

図4は，電磁誘導加熱（Induction Heating, IH）式の炊飯器（NP-GA 05-XA, 象印製）を
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使用して，コメ製品ごとの推奨モードで，食味として適当な硬さが得られる加水条件
で炊飯した際の，炊飯米に含まれる熱量当たりのLC-CO2（g-CO2 /MJ）を示したのも
である．最も調製・加工処理の少ない玄米で，LC-CO2 の値が白米や分づき米よりも
大きくなっているのは，主として硬さを低下させる目的で，炊飯に長時間の加熱処理
を必要とするプログラムが組まれているためである．玄米のLC-CO2 を減らすために
は，圧力調理器の使用などにより調理時のエネルギー消費を低減させる必要があるこ
とがわかる．

4.2	 トマトの生産流通と LCI
トマトは周年供給されており，冬場の生産においては温室が使用され，適正な温度

を維持するために温室内の暖房が行われる．そのため，夏秋トマトと呼ばれる暖房不
要の栽培と，年間を通じた温室栽培とでは，生産に関わるLC-CO2 の差が極めて大き
い．すなわち，冬場のトマトを暖房が不要な温暖な地域で生産し，そこから消費地ま
で輸送することの方がLC-CO2 が小さくなる可能性がある．実際にその解析を実施し
てみると，日本から地球の反対側に当たる地域で栽培して船で輸送する方が，国内で
ハウス栽培する場合よりもLC-CO2 が少ないという結果が得られた（図5）14）．

一頃，フードマイレージという言葉を良く耳にした．地産地消などによって食品の
輸送距離を短くすることで環境負荷の低減が可能であるという主張で使われるが，上
記の結果は，やみくもに地産地消を進めることは得策でないことを示す．農業の基本
は，適地適作であり，不適地での栽培は環境負荷を増やす可能性があることに注意が
必要である．なお，農林水産省は，これまでフードマイレージを推奨してきたが，カー
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ボンフットプリント（Carbon FootPrint, CFP）への対策の中で，フードマイレージにつ
いては慎重な扱いを求めている（毎日新聞，2008年12月28日，第2面）．カーボンフッ
トプリントについては，5 .で述べる．

4.3	 食事メニューの LCI
日本LCA学会「食品研究会」では，日本の食生活によって誘発される環境負荷の実

態を調べるために，5つのモデルメニュー（表1）を設定し，そのLC-CO2 を算出して
いる 15）．対象メニューの作成には，主食，主菜，副菜，汁物での出現頻度上位品目とそ
の形態を参考に，家庭において出現頻度が高いメニューで，調理法を網羅しているこ
と，調理形態（手作り，外食，加工食品）が揃っていること，などを条件にして料理が
選択されている．

素材となる食品のLC-CO2 と，モデルメニュー調理時のエネルギー起因のCO2 排出
量との合計から，献立としてのCO2 排出量が算出されている．調理時のエネルギー起
因のCO2 排出量は，エネルギー消費量（電気，都市ガス）を実測し，それらにCO2 排出
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図 5　雨よけ栽培トマトを東京へ低温輸送した場合の CO2 削減量
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（国内周年栽培のうち冬場の消費量を代替した場合）

朝食 昼食・おやつ 夕食 1（和風） 夕食 2（洋風） 夕食 3（中国風） 

 飯ご 飯ご 飯ご ンメーラ トスート

目玉焼き スープ 具だくさん味噌汁 コーンポタージュ ザーサイロースタン 

サラダ 果物 焼き魚 ハンバーグ 鶏から揚げ 

ヨーグルト 茶 茶わん蒸し 
インゲンソテー 

人参グラッセ 
八宝菜 

コーヒー ブラマンジェ お浸し ポテトサラダ 果物 

 ルービ 物果 物果  

   ルービ  

表１ 設定したメニュー
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係数をかけて算定している．献立メニューごとの，素材起因および調理エネルギー起
因のCO2 排出量を表2に示す．

この献立メニューのLC-CO2 に関する検討から，食品素材からのCO2 と調理からの
CO2 のおよその比率，食品素材による違い（肉，乳製品，魚類などの動物性食品でCO2

排出量が多い），調理方法による違い（茹でる，煮る，蒸すなどでCO2 排出量が多い），
積み上げ法と産業連関法の違い（和牛の場合など），などが明確となった．これらの情
報は，栄養バランスを保ちつつ，環境負荷の少ない食生活をデザインする際に活用で
きると考えられる．

4.4	 プラスチック製通い容器と段ボール箱の比較
青果物流通におけるプラスチック製通いコンテナ（Resusable Plastic Container, RPC）

と店頭ディスプレイ対応段ボール箱（Display-Ready Corrugated Container, DRC）につい
て，エネルギー使用量，固形物排出量，温室効果ガス排出量に関する比較研究が行わ
れている 16）．それによれば，RPCの温室効果ガス排出量（CO2 相当量）（考慮ガスは二
酸化炭素，メタン，亜酸化窒素の3種）は，DRCと比較して29％少ない（10品目の平均）
と報告されている．

ただし，この比較研究において，RPCとDRCの容器としての緩衝性能については考
慮されていない．これは，Chonhenchobらの先行研究 17）で得られた研究結果，すなわ
ち，マンゴーの輸送における果実の損傷性（輸送試験と室内振動実験による）は容器
サイズが同等であればRPCと段ボール箱（Carton Box, CB）とでは差がない，という研
究結果に基づいたものと考えられる．しかし，この報告の室内実験で採用された振動
条件（各容器の共振周波数での試験）は，容器の影響を適切に評価できる条件とは言
えない．

今後，緩衝のための内装材の追加などによって包装システム全体としての緩衝性能
をそろえた上で，容器の種類とその環境負荷特性について評価することが必要である
といえる．

4.5	 バイオエタノールの LCA
筆者の所属する流通工学ユニットにおいて実施しているバイオエタノールのLCA

研究について，簡単に紹介する．
2007年2月には，「国産バイオ燃料の大幅な生産拡大」（Promotion Meeting of Biomass 

素材のみ（食品） LC-CO2（素材と調理エネルギーの和）  

 産業連関表 連関表＋積上げ
調理エネルギー

産業連関表 連関表＋積上げ 

 271,1  672,1 611 650,1  061,1 食朝

 049,1  974,2 377 761,1  607,1 食昼

夕食１ 2,060  2,571 637 2,754  3,084 

夕食２ 2,407  5,432 423 2,830  5,855 

夕食３ 2,591  2,664 295 2,885  2,958 

表２ メニューごとの LC-CO2 の比較
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Nippon Strategy, 2007）が総理大臣に提出され，2030年度までに600万kLの草本系など
のセルロース由来バイオ燃料の生産を目指すことが目標として掲げられている．これ
を受けて農林水産省では，2007年度より委託プロジェクト「地域活性化のためのバイ
オマス利用技術の開発」を実施している．本プロジェクトは，研究期間が2007年度か
ら2011年度までの5年間で，下記の4つの研究テーマから構成されている．

　①国産バイオ燃料への利用に向けた資源作物の育成と低コスト栽培技術等の開発
　② 稲わら等の作物の未利用部分や資源作物，木質バイオマスを効率的にエタノー

ル等に変換する技術の開発
　③バイオマス利用モデルの構築・実証・評価
　④バイオマス・マテリアル製造技術の開発

上記4つの研究テーマとそれに含まれる研究を系と称しており，食品総合研究所は，2
系の研究統括機関となっている．

2系の研究課題のうち流通工学ユニットは，「各技術のコスト・エネルギー効率及
びLCA評価」を担当している．これまでに，濃硫酸加水分解法（NEDOプロセス）によっ
て稲わらからエタノールを生産する場合について，主としてエタノール変換効率（糖
化効率×発酵効率）をパラメータとして，コスト，CO2 排出量，エネルギー収支に関
する解析を行い，現在，論文投稿中 18）である．現在，稲わらや資源作物からの酵素法
によるエタノール生産プロセスについて解析を進めている．

5.	 カーボンフットプリント
2008年春頃から，新聞紙上などでカーボンフットプリント（Carbon FootPrinnt, CFP：

炭素の足跡）という言葉を見かける．CFPは，エコロジカルフットプリント（「ある特
定の地域の経済活動，またはある特定の物質水準の生活を営む人々の消費活動を永続
的に支えるために必要とされる生産可能な土地および水域面積の合計」）と同じよう
に，環境負荷の量を分かりやすく表示しようとするものである．CFPの先進国は英国
であり，そのプロトコルがPAS 2050として，また，導入のガイドがGuide to PAS 2050
として公表されている 19）．

経済産業省は，CFP制度の実現のために，2008年6月17日に「カーボンフットプリ
ント制度の実用化・普及推進研究会」を立ち上げた．CFP制度とは，「商品・サービ
スの原材料調達から廃棄・リサイクルに至るまでのライフサイクル全体を通して排出
される温室効果ガスの排出量をCO2 に換算して，当該商品及びサービスに簡易な方法
で分かりやすく表示する仕組み」を意味する 20）．

LCA手法により算出されたCO2 排出量が商品及びサービスに表示されることは，
CO2 の排出量の「見える化」の有力な一つの手段であり，それにより，消費者は環境負
荷低減に向けた正しい情報の入手が可能となり，事業者はライフサイクルのどの段階
で環境負荷が高いかを割り出し，効率的に環境負荷を下げることが可能となるととも
に，自らの環境負荷低減の取り組みを消費者に訴求することができる．経済産業省で
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は，2009年度から実証事業を計画しており，その成果が期待される．
ところで，わが国のCFPで使用するCO2 排出原単位（GHGガスのCO2 相当量）デー

タは，積み上げ法を基本としており，推奨データベースとしては，①LCA日本フォー
ラムLCAデータベース，② JEMAI-LCAデータベース，③エコリーフ原単位データが
挙げられている 20）．

6.	 ポストハーベストシステムと LCA
4 .4で述べたように，包装容器の環境負荷特性について比較研究を行う場合には，

緩衝性能をそろえた比較対象の設定が必要である．緩衝性能の評価においては，実輸
送における振動条件と果実の損傷性を反映した振動試験（輸送シミュレーション 21））
に基づく検討を前提とすべきと考える．

包装には，緩衝性能だけでなく，熱的特性（熱通過率，断熱性など），物質移動特性
（ガス透過性，水蒸気透過性），情報伝達特性などに基づく各種の機能がある．したがっ
て，その環境負荷特性の比較評価においては，これらの機能に十分配慮して条件を適
切に設定した上での比較が求められる．包装を含めたポストハーベストシステムの主
要な目的は，流通時の品質変化を防止あるいは抑制することにある．ポストハーベス
トシステムの環境負荷特性を比較検討する場合には，想定する条件ごとの品質保持効
果を同等にそろえた上での比較検討，あるいは，品質変化やロスの発生に伴う環境負
荷を加味した比較でなければならない．

極論すれば，流通時の品質変化が避けられない食糧流通に関するLCAにおいては，
“品質”を抜きにした比較検討にはあまり意味がということになる．今後は，品質変化
を考慮した食品LCAの実施が期待される．

図6は，トマトの物流時の品質保持手段として低温あるいはMA包装を採用したと
仮定したときの，LC-CO2 を示したものである 14）．輸送距離が長くなると，低温輸送に
比べてMA包装でLC-CO2 が小さくなることがわかる．図6は，輸送手段が船の場合の
結果であるが，自動車の場合も同様の結果である．低温輸送は，低温の発生のために
電気（あるいはその発生のために使用する重油などの燃料）を消費するため，出荷時
にプラスチックの使用のためにLC-CO2 が発生するMA包装に比べて，輸送距離が長
く長時間を必要とする場合には不利となる．なお，MA包装の有利・不利の分岐点は，
自動車輸送で2 ,000km，船輸送で1 ,000kmであった．これは，自動車と船の輸送速度
の違いに起因する．

7.	 ロス率とフードサプライチェーンの LCA
採用するポストハーベストシステムによって，食品の品質変化が異なり，ロスの発

生に差が生じることとなる．すなわち，採用したシステムにおけるロスが大きい場合，
同一量の供給を確保するためには，ポストハーベストシステムに投入すべき食品の量
を多くする必要がある．つまり，採用するポストハーベストシステムの違いによって
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ロス率に差が生じ，システムに投入すべき食品の量が変化することになる．
図7は，ロス率（最終供給量に対する損耗量の割合）をパラメータとして，ライフ

サイクルインベントリーの相対値（相対LCI）をプロットしたものである 6）．ここでは，
ポストハーベスト手段のインベントリー（P）とロス率（L）との関係として，P＝A/L
を仮定している．ここで，Aは，生産に関わるインベントリーである．

図7から，ロス率が10％程度のところで相対LCIが極小となることが分かる．すな
わち，ある食品を一定量供給する際に，環境負荷を最少化するポストハーベスト条件
が存在することになる．
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例えば，包装資材は，環境負荷の最大の原因であるかのような扱いを受けているが，
実は，適切に選択されれば，食品供給（フードサプライチェーン）における環境負荷を
最少化することに大きく貢献できることになる．このことは，他のポストハーベスト
手段についても言えることであり，LCAは，食糧供給における環境負荷の最少化に大
きく貢献できると考えられる．

ところで，図7の曲線は，廃棄すべき品質基準の設定によって上下に移動する．す
なわち，品質基準が厳しければ相対LCIが大きくなり，曲線は上方向にシフトする．
逆に品質基準が緩ければ相対LCIが小さくなり，曲線は下方向にシフトする．すなわ
ち，多少の傷を問題としないような消費行動をとることで，食糧供給のLCIを削減す
ることができる．量販店等の日配品売場で，同じ製品の中から賞味期限までの期間が
長い商品を選択する姿を目にすることがあるが，購入して直ぐに消費するものであれ
ば，敢えて賞味期限の短い商品を選択することで環境負荷の低減に貢献できるという
ことを知って欲しい．

8.	 おわりに
食糧供給システム，すなわちフードサプライチェーンには，原料生産，輸送，卸売，

加工，小売，消費，廃棄物処理などさまざまなステークホルダーが関与しており，ま
た，お互いの連携が十分ではないために，目的意識や情報の共有ができていない場合
が多い．ライフサイクルアセスメントは，製品のいわゆる“ゆりかごから墓場まで”
の環境への影響を評価する手法であり，製品全体の環境負荷を低減するためには，全
体最適化を行うシステムアプローチが不可欠である．すなわち，LCAを実施すること
で，フードサプライチェーンにおけるステークホルダー間の連携を強化し，さらに，
環境負荷の低減という共通の目的に向かって協力する機運が醸成されることが期待で
きる．

フードサプライチェーンにおけるステークホルダー間の連携が強化されることで，
低環境負荷，高効率，低コストの製品設計を行うエコデザインの進展が期待される

（Zufia and Arana, 2008）22）．一方，ステークホルダー間の連携強化は，環境負荷の低
減にとどまらず，適正農業規範（Good Agricultural Practices, GAP）や適正流通規範（Good 
Distribution Practices, GDP）の導入促進などにより食品安全を推進する上でも大きなメ
リットを生み出すことが期待できる．LCAは，今後のフードサプライチェーンの向上
に対して，直接，間接に大きな効果をもたらすことが期待される．

地球環境保全は，人を含めた地球上の全ての生命に恩恵をもたらす．地球環境保全
に向けた環境負荷の低減のためには，LCAの普及による対象システムにおける改善点
の明確化とそれに基づく意志決定，技術の開発・導入，さらにそれらを支える投資が
必要となる．2006年にノーベル平和賞を授賞したムハマド・ユヌス氏は，社会貢献を
最優先にする新企業モデル「ソーシャル・ビジネス」（社会的企業）を提唱している（朝
日新聞2009年1月6日朝刊）．資本主義のエゴとも言える金融至上主義によって，世界
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的に大きな打撃を被った現在，環境主義の進展とその精神に基づく，金儲けや人間だ
けのためではない地球環境保全のための資本投入による，低炭素社会の実現を期待し
たい．

（食品工学研究領域 流通工学ユニット  椎名 武夫）
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